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セーフティネット機能の発揮
災害発生時等の取組み

現在設置中の特別相談窓口（令和８年６月末時点）

窓口数 窓口名称 設置年月

災害関連 13

東日本大震災に関する特別相談窓口 平成23年３月

令和２年７月３日からの大雨による災害に関する特別相談窓口 令和２年７月

令和６年能登半島地震による災害に関する特別相談窓口 令和６年１月

低気圧と前線による大雨に伴う災害に関する特別相談窓口 令和６年９月

令和７年８月６日からの低気圧と前線による大雨に伴う災害に関する特別相談窓口 令和７年８月

令和７年９月２日からの大雨に伴う災害に関する特別相談窓口 令和７年９月

令和７年台風第15号等に伴う災害に関する特別相談窓口 令和７年９月

令和７年９月12日からの大雨に伴う災害に関する特別相談窓口 令和７年９月

令和７年台風第22号に伴う災害に関する特別相談窓口 令和７年10月

令和７年青森県東方沖を震源とする地震に伴う災害に関する特別相談窓口 令和７年12月

令和８年１月21日からの大雪に係る災害に関する特別相談窓口 令和８年１月

令和８年岩手県大槌町の林野火災に関する特別相談窓口 令和８年４月

令和８年６月24日からの大雨に伴う災害に関する特別相談窓口 令和８年６月

その他 4

中東・ウクライナ情勢・原油価格上昇等に関する特別相談窓口 令和３年11月

米国自動車関税措置等に伴う特別相談窓口 令和７年４月

日産自動車関連地域経済対策特別相談窓口 令和７年８月

高水温等によるカキのへい死被害に関する特別相談窓口 令和７年12月

特別相談窓口を設置し、小規模事業者の皆さまからのご相談に迅速に対応しています
　地震や台風、豪雨などによる災害のほか、経済環境の悪化、大型の企業倒産などの不測
の事態が発生した場合、直ちに特別相談窓口を設置し、影響を受けた小規模事業者の皆さ
まからの、融資や返済条件の緩和などのご相談に迅速に対応しています。

中東情勢関連の融資制度（令和８年６月末時点）

融資制度 ご利用いただける方 融資限度額 ご返済期間（うち据置期間）

経営環境変化対応資金
（セーフティネット貸付）

社会的、経済的環境の変化などの外的要因により、一時的に
業況が悪化している方 7,200万円 設備資金：20年以内（３年以内）

運転資金：10年以内（３年以内）

経営環境変化対応資金（生
活衛生セーフティネット貸
付）

振興計画の認定を受けた生活衛生同業組合の組合員の方で、
社会的、経済的環境の変化などの外的要因により、一時的に
業況が悪化している方

7,200万円 運転資金：10年以内（３年以内）

中東情勢の影響を受けた小規模事業者の皆さまからのご相談を承っています
　令和８年３月に「ウクライナ情勢・原油価格上昇等に関する特別相談窓口」を「中東・ウクライナ情勢・原油価格上昇等に関する
特別相談窓口」に拡充しました。中東情勢や原油価格上昇などにより影響を受けた皆さまからのご相談を承っています。
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令和6年能登半島地震の影響を受けた小規模事業者の皆さまの復旧・復興を支援しています
　令和6年能登半島地震の発災後「令和６年能登半島地震による災害に関する特別相談窓口」を設置し、相談体制を整備のうえ、
被災された小規模事業者の皆さまに寄り添った迅速な支援を実施しています。

· 令和6年能登半島地震関連の融資
　当事業における令和6年能登半島地震に関連する融資実績は、震災の発生から令和８年３月末までの累計で1,693件、141
億円となりました。

令和6年能登半島地震の影響を受けた事業者への融資事例　～地震被害からの復旧を支援～

　A社は、石川県内でおでん屋を営んでいる老舗企業。県外からも多くの観光客が来店してお
り、新型コロナウイルス感染症の影響で落ち込んだ売上も徐々に回復。令和4年には新工場を
稼働させ、冷蔵・冷凍のパック商品の増産や常温レトルト商品の開発に取り組んでいたところ、
令和6年能登半島地震の影響により、店舗のガス管の破裂や雨漏り等の被害が発生。
　当事業は店舗修繕にかかる設備資金や復旧に向けた運転資金を融資した。

　令和6年能登半島地震の影響を受けた石川県のお客さまの販路開拓を支援するため、
企業情報や商品・サービスを紹介したカタログ冊子を発行し、日本公庫のホームページ
へ掲載するとともに全国の支店で関係機関やお客さまに配布しています。令和6年4月に
第1弾、7月に第2弾、12月に第3弾、令和８年7月に第４弾を発行し、合計55先のお客さ
まを掲載しています。

　「“想いを未来につなぐ”石川県後継者募集プロジェクト」の特設ペー
ジを開設し、石川県内で事業の譲渡を希望する事業者の情報を掲載
しています。また、各支援機関の取組みや石川県内の成約事例もご
紹介しています。

■ 石川県応援カタログ

■ 石川県後継者募集プロジェクト

米国関税措置等の影響を受けた小規模事業者の皆さまからのご相談を承っています
　令和7年4月に「米国自動車関税措置等に伴う特別相談窓口」を設置しており、米国関税措置等により資金繰りに影響が出てい
るまたは出る恐れがある皆さまからのご相談を承っています。
　当事業における米国関税措置等に関連する融資実績は、特別相談窓口の設置から令和８年３月末までの累計で186件、22億
円となりました。

詳細はこちら

詳細はこちら
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